
活動
指標

60団体以上

実績

目標 50団体 55団体

概要

概要

目標

実績

「3-2 多様な主体との協働・連携」全取組内容の計画期間５年間における取組進捗状況を把握し、秦野市総合計画（はだの
２０３０プラン）の基本施策「適正かつ持続可能な行政経営の推進」における成果・活動量の指標とする。

R3 R4 R5 R6

令和７年度（2025年度）

50%

48%

計

100%70%

はだの市民活動団体連絡協議会（略称：れんきょう。平成13年9月に設立）加入団体数。令和３年６月現在、４９団体が加入。

令和６年度（2024年度）

・全ての取組内容について、着実に取り組み、効果
を上げる。
・新たな取組みを位置付け、協働・連携を推進す
る。
・多様な主体がサービスの担い手となるよう、協働・
連携につながる新たな取組みを検討する。

令和５年度（2023年度）

・全ての取組内容について、着実に取り組み、効果
を上げる。
・新たな取組みを位置付け、協働・連携を推進す
る。
・多様な主体がサービスの担い手となるよう、協働・
連携につながる新たな取組みを検討する。

・全ての取組内容について、着実に取り組み、効果
を上げる。
・新たな取組みを位置付け、協働・連携を推進す
る。

取組目標

活動実績

成果実績

内部評価（結
果要因、次年
度課題等）

外部評価

　全４項目の取組内容について、令和３年度の取
組予定に遅れがみられるものがあったため、できる
だけ遅れが生じないように取組みを進めていくこと。
また、改革を推進するために、新たな連携・協働の
取組内容を検討し、取り組むなど、改革を強化する
こと。

令和４年度（2022年度）

・全ての取組内容について、着実に取り組み、効果
を上げる。
・新たな取組みを位置付け、協働・連携を推進す
る。
・多様な主体がサービスの担い手となるよう、協働・
連携につながる新たな取組みを検討する。

令和３年度（2021年度）

・全ての取組内容について、着実に取り組み、効果
を上げる。
・多様な主体がサービスの担い手となるよう、協働・
連携につながる新たな取組みを検討する。

・多様な主体との協働・連携の取組みとして、４項目
のうち、３項目は新規の取組内容とし、前計画から
継続した取組である、ふるさと寄附金制度の充実に
ついては、関係人口という考え方を取り入れ、取組
みを進める。
・全４項目の取組内容について、令和３年７月１日
時点で、１項目について、取組みに遅れがみられ
る。

　直接的な連携・協働の事業等を取組内容として
いないが、「3-2-1. 施策等に応じた市民参加手法
の活用」や「3-2-2. 市民活動サポートセンターのあ
り方の検討」など、活動する市民団体等を増やす取
組みを進める。

項目 3-2 多様な主体との協働・連携の推進
改革
の柱 ３　担い手をつくる改革

Ｂ：進行強化

指標
指　標

取組の進捗（％）

市と協働・連携し、活動する市
民活動団体等の数
※実績は、年度終了後に把握概要

（目指
す姿）

市と市民活動団体等とが協
働・連携した事業等の数
※実績は、年度終了後に把握

目標

実績

概要
提案型協働事業に限らず、市と市民活動団体等とが協働・連携した事業等の数
※目標設定は、令和３年度末に各課等へ照会し、令和３年度の実績を確認後、設定する。

成果
指標

R7

　多様な主体と市がそれぞれの立場や役割等を認識し、多様な主体がサービスの担い手となる
よう、協働・連携へつながる取組みを推進することで、持続可能な行政サービスの提供につなげ
ます。

はだの行政サービス改革基本方針実行計画　進行管理シート

多様な主体との協働・連

携の取組を推進

全ての取組を実施するこ

とで、市と協働・連携し、

活動する市民団体等が

増える

活動する市民団体等が

増えることで、多様な主

体が市と役割等を分担し、

地域で主体的に活動して

いる

投入（インプット） 活動（アクティビティ） 取組効果（アウトプット） 改革成果（アウトカム）

・職員の作業時間

（人件費）

・予算 など
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説明
市民活動サポートセンターを利用して
いる団体数

概要
（目指
すもの）

市民活動やNPO・ボランティアな
ど公益的な活動をしている団体
等を支援する施設である、市民活
動サポートセンターについて、
様々な市民活動団体や幅広い世
代の交流が促進され、効果的な
市民への情報発信ができる施設
を目指し、市民活動活性化の拠
点となるよう、施設のあり方を検
討します。

Ａ：継続実施

評価
理由

次年度
以降

・市民活動サポートセンターを利用している団体数に
ついて、目標を達成した。
・目標として掲げた事務について予定通り実施する。

令和５年度（2023年度） 令和６年度（2024年度）令和４年度（2022年度） 令和７年度（2025年度）

・ＳＮＳ等の活用による情報発信への取り組みの推進
・他自治体の類似施設の調査研究及び利用団体等に
アンケートを行い、その結果を踏まえて、今後の方向
性を決めていく。

・ＳＮＳ等の活用による情報発信への取り組みの推進
・他自治体の類似施設の調査研究及び利用団体等に
アンケートを行い、その結果を踏まえて、今後の方向
性を決めていく。

・ＳＮＳ等の活用による情報発信への取り組みの推進
・他自治体の類似施設の調査研究及び利用団体等に
アンケートを行い、その結果を踏まえて、今後の方向
性を決めていく。

36 団体数 36

・ＳＮＳ等の活用による情報発信への取り組みの推進
・他自治体の類似施設の調査研究及び利用団体等に
アンケートを行い、その結果を踏まえて、今後の方向
性を決めていく。

指標

自己
評価 Ａ：計画どおり

その他
効果

民間の施設運営視点で、修繕の優先順
位付けや大規模改修の必要範囲等が検
討されることが期待されるとともに、配置
していた市職員を他業務に配置できるよう
になる。

効果額
目標 千円

実績 千円

実績 37 団体数

目標 37 団体数

説明

次年度以
降の取組
の方向性・
課題等

35

市民活動サポートセンターのあり方の検討

団体数指
標

効
果
額

市民活動サポートセンターのあり方の検討

実績

千円 千円

市民活動サポートセンターのあり方の検討 市民活動サポートセンターのあり方の検討

千円 千円 千円

千円

実績 37

指標
目標

次年度以
降の取組
の方向性・
課題等

１０月以降に取り組んでいく予定。

情報収集している段階で、冊子等作成に着手できて
いない。また、作成までの庁内調整等予定を立てられ
ていない。

Ａ：継続実施

その他
効果

・市民意見の効果的な収集・把握に
向けた職員の意識や能力の向上
・市民意見を収集・分析し、政策立案
に活かす取組みの推進

次年度
以降

取組内容 令和３年度（2021年度）

・他自治体の類似施設の調査研究を引き続き実施す
る
・利用団体のアンケートの実施予定

説明

概要
（目指
すもの）

審議会、ワークショップ、フォーラ
ム、シンポジウム、出前講座など
様々な市民参加手法から、テー
マや課題等に合った適切な手法
を用いて、対話の促進を図り、市
と市民が情報を共有し、現状の社
会情勢や課題、市政への共通理
解を図ります。

項目名
3-2-2. 市民活動サポートセン
ターのあり方の検討

取組
主管課

市民活動支援課

区分 新規 継続

関係
計画等

取組
目標

・ＳＮＳ等の活用による情報発信への取り組みの推進
・他自治体の類似施設の調査研究及び利用団体等に
アンケートを行い、その結果を踏まえて、今後の方向
性を決めていく。

取組
内容

（活動）
市民活動サポートセンターのあり方の検討

千円

評価
理由

千円

実績

実績

目標

実績

自己
評価

実績

令和７年度（2025年度）令和５年度（2023年度）

千円 千円 千円 千円 千円

さらなる市民参加を促すとともに、職員の市民協働に
対する意識を高める。各課等の取組状況を把握する。

市民参加手法の活用により協働意識を高める市民参加手法の活用により協働意識を高める 市民参加手法の活用により協働意識を高める

さらなる市民参加を促すとともに、職員の市民協働に
対する意識を高める。各課等の取組状況を把握する。

さらなる市民参加を促すとともに、職員の市民協働に
対する意識を高める。各課等の取組状況を把握する。

・令和２年度には、公共施設フォーラム2020を開催し、今後
の公共施設のあり方について、地域と課題共有等を行った。
・他自治体の市民参加手法の比較・まとめ資料等を参考に、
目的・対象者に応じたコミュニケーション手法の整理を行い、
それぞれの市民参加手法を実施する場合の流れや留意点
等を冊子等にまとめ、職員の活用を促す予定。

千円

市民参加手法の活用により協働意識を高める市民参加手法を整理、体系化し、活用を図る

令和６年度（2024年度）

取組
主管課

行政経営課

取組
目標

取組
内容

（活動）

各課等の取組状況の調査、Ｗｅｂの利用など新しい手
法を検討しながら、市民参加手法を整理し、体系化す
る。

関係
計画等

効
果
額

指
標

Ｃ：遅れている

目標

実績 千円 千円千円 千円

千円

千円

37 団体数

団体数

千円

団体数

団体数 団体数 団体数 団体数

35 団体数

千円

実績

目標

目標

説明

目標
効果額

取組内容

区分 新規 継続

さらなる市民参加を促すとともに、職員の市民協働に
対する意識を高める。各課等の取組状況を把握する。

令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）

項目名
3-2-1. 施策等に応じた市民参
加手法の活用

－ 2 －



指標
目標 指

標

説明 自己
評価 Ａ：計画どおり

次年度
以降 Ａ：継続実施

次年度以
降の取組
の方向性・
課題等

共同消防指令センターの庁舎建設に着手するととも
に、消防総合指令システム及び消防救急デジタル無
線整備に関わる調達支援（実施設計業務）及び施工
管理業務委託（３年契約）の契約締結

令和５年９月から消防総合指令システム及び消防救急
デジタル無線整備の着手

令和７年３月、消防総合指令システム及び消防救急デ
ジタル無線整備の完了

令和７年４月１日から共同消防指令センター運用開始

概要
（目指
すもの）

秦野市・伊勢原市の両市それぞ
れが消防指令センターで消防指
令業務を行っていますが、令和７
年４月から、１か所の消防指令セ
ンターで共同運用を開始すること
で、消防力の効率的な運用によ
る市民サービスの向上、整備費
用や運用開始後のランニングコ
ストの削減、配置人員の削減を
図ります。

評価
理由

計画どおり進行していることから、目標達成見込みで
ある。

共同消防指令センター運用その他
効果

両市の災害情報を一元的に把握
し、効果的・効率的な応援体制の
確立ができる。

実績 実績

目標

効
果
額

目標 千円 千円 千円 千円 千円

関係
計画等

効果額
目標 千円

実績 千円

説明 千円実績 千円 千円 千円 千円

項目名
3-2-4. 秦野市・伊勢原市消防
指令業務の共同運用

取組
目標

令和７年度の共同運用開始に向けた準備 令和７年度の共同運用開始に向けた準備 令和７年度の共同運用開始に向けた準備 令和７年度の共同運用開始に向けた準備 共同運用開始

取組
主管課

情報指令課、消防総務課 取組
内容

（活動）

共同消防指令センター基本・実施設計
　　　　　　 　４月　：　設計業務委託契約
　　　　　　 １０月　：　工事予算算定
　　　　　　 １２月　：　各種設計図面等完成
　令和４年　２月　：　設計書完成後、設計委託完了

・共同消防指令センター庁舎施工
　　８月　：　共同消防指令センター建設工事着手
・消防指令システム消防救急無線設備基本・実施設
計

・共同消防指令センター庁舎完成
　　９月　：　共同消防指令センター庁舎建設工事完了
・消防指令システム消防救急無線設備施工

・消防指令システム消防救急無線設備完成
・消防総合指令システム導入後、　什器等設置 既存庁舎、旧指令室等　改修工事

区分 新規 継続

実績
・令和３年４月に設計業務委託契約を締結し、基本実
施設計に関わる設備構造等の検討・設計を実施
・令和４年２月の設計書提出後、設計委託完了予定

その他
効果

全体の寄附件数増加のほか、市内
の賑わいにつながることが期待でき
る。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度） 令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度）

説明
電子感謝券寄附件数（寄附額の30％
を、市内加盟店にてポイントとして使
用できるようになる返礼品）

自己
評価 Ｂ：概ね計画どおり

概要
（目指
すもの）

地域社会の新たな担い手となる関係人口
※の創出・拡大に向けて、ふるさと寄附金
の返礼品について、体験型の返礼品を追
加したり、電子感謝券（加盟店での飲食や
体験などの購入時に利用できる電子ポイ
ント）を返礼品に加えることを検討するな
ど、取組みを進めます。
※ 関係人口 … 自分のお気に入り地域に
週末ごとに通ったり、頻繁に通わなくて
も、ふるさと納税をしたり、何らかの形でそ
の地域を応援するような人たち、すなわ
ち、「観光以上移住未満」と位置付けられ
る動き

評価
理由

広報はだのへの掲載以外にも商工会議所とも連携し、
より多くの事業者に参加していただけるよう、PRを進め
ている。現在は、コロナ禍ということもあるが、本市にき
ていただいて、感謝券を使用してもらえるよう参加店舗
を増やしていく。
年末に向けて電子感謝券のPRを進めて参加していた
だくことで、５０件以上の寄附件数を見込んでいる。

次年度
以降 Ａ：継続実施

次年度以
降の取組
の方向性・
課題等

50 件 100 件
指標

目標 550 件 指
標

目標 50 件 150

実績 0 件 実績 件 件 件

千円 千円

千円

件 200 件

件 件

説明 寄附金収支額（寄附金額－ふるさと寄附金推進事業
費）の令和元年度からの増分 実績 千円 千円 千円

区分 新規 継続

実績

令和３年７月２０日から電子感謝券の導入を始めた。
ふるさと納税返礼品の協力事業者１４店舗の参加から
スタートし、８月１５日号の広報はだのに掲載し、一般
店舗の募集を進める。

関係
計画等

効果額
目標 千円

実績

効果的なPRの研究
魅力的な返礼品の登録

効果的なPRの研究
魅力的な返礼品の登録

効果的なPRの研究
魅力的な返礼品の登録

千円 千円

効果的なPRの研究
魅力的な返礼品の登録

取組
主管課

財産管理課 取組
内容

（活動）

千円

令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度） 令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度）

項目名
3-2-3. 地域の新たな担い手と
なる関係人口の創出・拡大（ふ
るさと寄附金制度の充実）

取組
目標

市外の方が、本市に来訪し、ふるさと納税電子感謝券
を利用することにより、寄附額の増加だけでなく、本市
を応援していただく関係人口も増加する。

市外の方が、本市に来訪し、ふるさと納税電子感謝券
を利用することにより、寄附額の増加だけでなく、本市
を応援していただく関係人口も増加する。

市外の方が、本市に来訪し、ふるさと納税電子感謝券
を利用することにより、寄附額の増加だけでなく、本市
を応援していただく関係人口も増加する。

市外の方が、本市に来訪し、ふるさと納税電子感謝券
を利用することにより、寄附額の増加だけでなく、本市
を応援していただく関係人口も増加する。

市外の方が、本市に来訪し、ふるさと納税電子感謝券
を利用することにより、寄附額の増加だけでなく、本市
を応援していただく関係人口も増加する。

千円 効
果
額

目標 千円

効果的なPRの研究
魅力的な返礼品の登録

取組内容 令和３年度（2021年度）

効果額については、「柱５ 歳入・歳出面の改革 5-2-8.秦野市・伊勢原市消防指令業務の共同運用【再掲】」に掲載

効果額については、「柱５ 歳入・歳出面の改革 5-1-3.ふるさと寄附金制度の充実【再掲】」に掲載
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